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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第３四半期
連結累計期間

第13期
第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

第13期
第３四半期
連結会計期間

第12期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 395,694 299,206 152,143 97,840 603,985

経常損失（△）（千円） △314,553△143,410△90,599 △55,905△389,603

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△282,360△47,806 △92,514 △56,192△579,034

純資産額（千円） ― ― 1,826,9642,256,5621,531,040

総資産額（千円） ― ― 2,100,7902,345,8551,804,576

１株当たり純資産額（円） ― ― 16,629.8118,078.6413,909.06

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△2,589.01△432.43 △848.29 △494.98△5,309.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） ― ― 86.3 95.3 84.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△308,263△184,074 ― ― △308,670

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△138,342△203,552 ― ― △728,157

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△24,574 719,800 ― ― △36,300

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― ― 1,048,306735,970 446,357

従業員数（人） ― ― 56 29 52

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．第12期第１四半期連結会計期間末日より㈱果実堂及び同社の子会社である㈱果実堂ファームを連結の範囲

に含めておりましたが、当社との支配関係を解消したため、第13期第１四半期連結累計（会計）期間より連

結の範囲から除外しております。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 29     

（注）従業員数は就業人員数であり、契約社員、パートタイマー、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 28     

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であり、契約社員、パートタイマー、派遣社員を除い

ております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

遺伝子破壊マウス事業 43,684 ― 72,367 ―

抗体事業 18,883 ― 8,517 ―

試薬販売事業 32,507 ― 4,261 ―

合計 95,076 ― 85,145 ―

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

前年同四半期比（％）

遺伝子破壊マウス事業（千円）   

　遺伝子情報売上 10,875 ―

　受託事業収入 40,849 ―

　その他 5,978 ―

　計 57,703  ―

抗体事業（千円）   

　抗体製品売上 10,606 ―

　受託事業収入 606 ―

　その他 200 ―

　計 11,412 ―

試薬販売事業（千円）   

　試薬販売売上 28,724 ―

　計 28,724 ―

合計 97,840 ―

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

国立大学法人熊本大学 ― ― 23,550 24.1

コスモ・バイオ株式会社 ― ― 11,716 12.0

（注）前第３四半期連結会計期間の国立大学法人熊本大学及びコスモ・バイオ株式会社については、割合が

10％未満のため記載を省略しております。
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２【事業等のリスク】

当社グループは、当第３四半期連結会計期間において、継続的な営業損失の発生及び営業キャッシュ・フローのマ

イナスを計上しております。これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況が存在しております。当該重要事象を解消するため、当第３四半期連結会計期間におきましても、前

期に引き続き収益構造の改善、研究開発テーマの絞込み等を実施した結果、当第３四半期連結会計期間の営業損失は

54,842千円と前年同期に比べ40%縮小することができました。今後も、収益基盤の強化および積極的ライセンス活動の

展開により、業績の改善を図ります。資金につきましても、当第３四半期末時点での現金及び預金と有価証券の合計額

は1,635,970千円であり、財務面に支障はないものと考えております。　

以上のことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、「継続企業の前提に関する注

記」の記載には至りませんでした。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績は、売上高97,840千円（前年同期152,143千円）、営業損

失54,842千円（前年同期91,494千円）、経常損失55,905千円（前年同期90,599千円）、四半期純損失56,192千円

（前年同期92,514千円）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　遺伝子破壊マウス事業

遺伝子破壊マウス作製受託サービスの受注が伸び悩み、売上高は57,703千円、営業損失は1,497千円となりまし

た。

②　抗体事業

抗体作製受託サービスの受注は増加したものの、抗体製品販売が伸び悩み、売上高は11,412千円、営業損失68千

円となりました。

③　試薬販売事業

サイトカイン及び輸入試薬販売が順調であったことから、売上高28,724千円、営業利益1,676千円となりまし

た。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは△60,257千円（前年同期△93,367千円）となりました。この主な要因は、

税金等調整前四半期純損失55,905千円（前年同期90,599千円）を計上したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

資金運用を目的とした信託受益権の取得による支出900,000千円、投資有価証券の取得による支出6,000千円など

により、投資活動によるキャッシュ・フローは△908,638千円（前年同期△2,398千円）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　新株予約権の行使による株式の発行による収入708,958千円により、財務活動によるキャッシュ・フローは

702,940千円（前年同期△10,260千円）となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ

265,954千円減少し、735,970千円（前年同期1,048,306千円）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は「生物個体からゲノムにいたる生命資源の開発を通じて基盤研究および医学・医療の場に遺伝情報を

提供し、その未来に資するとともに世界の人々の健康と豊かな生活の実現に貢献する」を経営理念とし、主とし

て遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業を展開するバイオベンチャーであります。これらの事業は、生命資源を取

り扱うことや日進月歩で技術革新が進む事業分野であることから、高い倫理観やバイオテクノロジーに関する専

門的な知識・ノウハウが要求されます。

従って、当社の経営には上記のような事業特性を前提とした経営のノウハウならびにバイオ関連ビジネスに関

する高度な知識、技術、経験を有する従業員、大学・企業との共同研究先及び取引先等のステークホルダーとの間

に築かれた関係等が重要であり、これらへの理解が不可欠であると考えております。

②　不適切な支配の防止のための取組み

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株式の売買は、株主、投資家の自由

意思に委ねられるべきものと考えており、特定の者の大規模買付行為においても、これに応じて当社株式の売却

を行うか否かは、最終的には当社株式を保有される当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えて

おります。しかしながら、当社の事業に対する理解なくして行われる当社株式の大規模買付行為がなされた場合

には当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると考えております。

以上の理由により、当社取締役会は、定時株主総会で株主の皆様の合理的な意思の確認ができることを条件と

して、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入を決定いたしました。同買収防衛策の導

入は、平成18年６月28日開催の当社第８期定時株主総会にてご承認をいただいております。

③　上記②の取組みについての取締役会の判断

ⅰ　当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共同の

利益を確保するためのものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考えております。

ⅱ　当社取締役会は、上記②の取組みは、あくまで株主の皆様の自由な意思決定を行うための前提となる必要な情

報・機会を確保することを目的として、それに必要かつ相当なルールを設定するものであり、現経営陣の保身

に利用されることや不当に株主の株式売却に対する自由を妨害することにつながるという弊害は生じないも

のと考えております。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、9,272千円（前年同期31,829千円）

であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

「２　事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループは、継続的な営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイ

ナスを計上しております。当該重要事象を解消するため、当第３四半期連結会計期間におきましても、前期に引き続

き収益構造の改善、研究開発テーマの絞込み等を実施した結果、当第３四半期連結会計期間の営業損失は54,842千

円と前年同期に比べ40%縮小することができました。

今後も、収益基盤の強化および積極的ライセンス活動の展開により、業績の改善を図ります。資金につきまして

も、当第３四半期末時点での現金及び預金と有価証券の合計額は1,635,970千円であり、財務面に支障はないものと

考えております。　　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 436,301

計 436,301

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 123,653 126,206
東京証券取引所

マザーズ市場

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 123,653 126,206 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づ

き付与された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年５月30日臨時株主総会特別決議）

 第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 338

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,014

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　 134,000

新株予約権の行使期間
平成16年５月30日から

平成24年５月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 134,000

資本組入額　　  67,000

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株

予約権割当契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。

２　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使を行った者の新株発行数を減じ

ております。

②　会社法に基づき発行した新株予約権

（平成20年６月25日定時株主総会決議）

 第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,023

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,023

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　  22,801

新株予約権の行使期間
平成22年８月15日から

平成30年７月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）２

発行価格　　　  34,710

資本組入額　　  17,355
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 第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株

予約権割当契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　発行価格は、本新株予約権の行使時の１株当たりの払込金額と付与日における１株当たりの公正な評価単価

を合算しております。

３　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる数式の数を減じております。　

③　会社法に基づき発行した新株予約権（第三者割当）

第２回新株予約権　

（平成22年９月１日臨時取締役会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 5,600

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,600

新株予約権の行使時の払込金額（円）
当初行使価額１株当たり　68,090

（注）１．(2）

新株予約権の行使期間
平成22年９月17日から

平成24年９月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　
（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）８

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

(1）本新株予約権の目的となる株式の総数は20,000株とし、株価の上昇又は下落により行使価額が修正されて

も変化しない。但し、本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）が調整

される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとす

る。なお、株価の上昇または下落により行使価額が修正された場合、本株予約権による資金調達の額は増加

又は減少する。

(2）行使価額の修正基準

本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の株式会社東京証券取

引所（以下「取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、そ

の直前の終値）の90％に相当する金額（１円未満の端数を切り上げる。）が、当該効力発生日の直前に有効

な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当該効力発生日以降、当該金額に修正される。

(3）行使価額の修正頻度

行使の際に上記１．(2)に記載の条件に該当する都度、修正される。

(4）行使価額の下限　　　　　38,997円

(5）割当株式数の上限　　　　20,000株

(6）本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限　　　　779,940,000円

(7）本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能とする条項が設けられて

いる。

２．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

当社は、当社が指定する数の本新株予約権を行使するよう所有者に対して指図を行うことができます。所有

者は、かかる指図を受けた場合、一定の条件及び制限のもとで、指定された数の本新株予約権を、当該指図を受

けた日から20取引日の期間中に行使することを確約します。

当社が所有者に対し、一度に本新株予約権の行使を指図できる数には上限が定められており、①当該指図に

基づく本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の数が、当該指図の前日までの１ヶ月間又は３ヶ月
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間の取引所における当社普通株式の１日当たり平均売買高数のいずれか少ない方の50％相当分、②当該行使後

における所有者の当社株式保有比率が、適用法令を遵守するために必要な上限（発行済株式総数の9.99％、発

行済普通株式の５％）、または③取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項、同施行規則第436条第１項

から第５項まで、及び日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」第13条の定めに基

づく上限（単一暦月中にＭＳＣＢ等の買受人の行使により取得される株式数が、ＭＳＣＢ等の払込日時点にお

ける上場株式数の10％を超えない。）のうち、いずれか少ない方を超えない限度に制限されます。また、当社が

所有者に対して複数回の指図を行う場合には、前回の指図を行った日から起算して20取引日以上の間隔を空け

ることとされています。

当社はまた、本新株予約権の全部又は一部につき、当社の判断に基づき、所有者が権利行使を行うことができ

ない期間（行使可能期間のうち最後の２ヶ月間を除く）を設定することができます。　

３．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

４．当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

５．その他投資者の保護を図るため必要な事項

　該当事項はありません。

６．本新株予約権１株当たりの目的たる株式の数は１株であります。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1）新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求にかかる各本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加えた

額を、新株予約権の行使により発行される株式の数で除した額とする。

(2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗した金額とし、計算の結果１円未満の端数を

生じる場合はその端数を切り上げた額とする。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本準備金の額は、上記記載の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

８．新株予約権の行使の条件

本新株予約権の行使に際して出資された金額の累計額が1,400,000,000円を超えることとなるときは、当該

新株予約権の行使はできません。

本新株予約権の行使請求の効力発生日の直前取引日において、取引所における当社普通株式の普通取引の終

値が43,330円を下回る場合は、当該本新株予約権の行使はできません。

また、各本新株予約権の一部行使はできません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 
第２四半期会計期間

（平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで）

第３四半期会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の数（個）
― 14,400

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株）
― 14,400

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
― 49,083

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（千円）
― 706,800

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当

該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累

計（個）

― 14,400

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株）

― 14,400

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価

額等（円）

― 49,083

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額

（千円）

― 706,800

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日

（注）１．２．

14,578 123,653363,4105,218,636361,115361,115　

　（注）１．新株予約権の行使（旧商法に基づき付与された新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。

２．平成23年１月１日から平成23年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,553株、

資本金が88,579千円及び資本準備金が88,579千円増加しております。

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 （平成22年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　   　　14 ― ―

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　123,639 123,639 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 123,653 ― ―

総株主の議決権 ― 123,639 ―

　　②【自己株式等】

 （平成22年12月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社トランスジェニック
熊本県熊本市南熊本

３丁目14番３号
14 ― 14 0.01

計 ― 14 ― 14 0.01

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 56,90091,90089,900101,50098,60062,30046,90055,50088,500

最低（円） 14,97032,50037,70070,80057,90038,60033,35032,65051,200

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 735,970 456,357

受取手形及び売掛金 104,421 85,395

有価証券 900,000 600,000

商品及び製品 13,174 11,017

仕掛品 14,478 10,629

原材料及び貯蔵品 5,594 11,308

その他 13,253 19,885

貸倒引当金 △211 △478

流動資産合計 1,786,682 1,194,115

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 452,145 468,457

減価償却累計額 △136,936 △133,859

建物及び構築物（純額） 315,209 334,597

その他 254,056 350,343

減価償却累計額 △254,056 △332,198

その他（純額） － 18,145

有形固定資産合計 315,209 352,742

無形固定資産

のれん 168,349 176,584

その他 933 2,800

無形固定資産合計 169,283 179,384

投資その他の資産

その他 74,681 85,285

貸倒引当金 － △6,950

投資その他の資産合計 74,681 78,334

固定資産合計 559,173 610,461

資産合計 2,345,855 1,804,576
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,490 17,465

1年内返済予定の長期借入金 － 35,892

未払金 26,235 44,892

未払法人税等 6,764 12,222

賞与引当金 1,774 6,373

受注損失引当金 3,138 3,827

その他 24,625 37,660

流動負債合計 68,028 158,333

固定負債

長期借入金 － 103,782

資産除去債務 15,681 －

その他 5,583 11,420

固定負債合計 21,264 115,202

負債合計 89,293 273,535

純資産の部

株主資本

資本金 5,218,636 4,855,225

資本剰余金 361,115 －

利益剰余金 △3,344,434 △3,337,224

自己株式 △1,782 △1,782

株主資本合計 2,233,535 1,516,218

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,689 717

評価・換算差額等合計 1,689 717

新株予約権 17,603 10,537

少数株主持分 3,733 3,567

純資産合計 2,256,562 1,531,040

負債純資産合計 2,345,855 1,804,576
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 395,694 299,206

売上原価 234,163 154,935

売上総利益 161,530 144,271

販売費及び一般管理費 ※
 468,206

※
 280,883

営業損失（△） △306,676 △136,612

営業外収益

受取利息 4,089 1,469

為替差益 285 659

保険解約返戻金 5,197 －

その他 3,162 1,916

営業外収益合計 12,735 4,045

営業外費用

支払利息 1,136 －

新株予約権発行費 － 8,518

株式交付費 － 1,117

投資事業組合運用損 2,230 －

持分法による投資損失 16,762 1,208

その他 482 －

営業外費用合計 20,612 10,843

経常損失（△） △314,553 △143,410

特別利益

新株予約権戻入益 11,164 －

投資有価証券売却益 － 106,250

特別利益合計 11,164 106,250

特別損失

固定資産売却損 746 －

減損損失 20,880 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,448

特別損失合計 21,627 3,448

税金等調整前四半期純損失（△） △325,016 △40,608

法人税、住民税及び事業税 3,829 2,305

法人税等調整額 － 4,726

法人税等合計 3,829 7,032

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △47,640

少数株主利益又は少数株主損失（△） △46,485 166

四半期純損失（△） △282,360 △47,806
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 152,143 97,840

売上原価 94,832 62,670

売上総利益 57,310 35,170

販売費及び一般管理費 ※
 148,805

※
 90,012

営業損失（△） △91,494 △54,842

営業外収益

受取利息 1,222 373

その他 424 152

営業外収益合計 1,647 526

営業外費用

支払利息 145 －

株式交付費 － 1,117

持分法による投資損失 451 412

その他 156 59

営業外費用合計 752 1,589

経常損失（△） △90,599 △55,905

税金等調整前四半期純損失（△） △90,599 △55,905

法人税、住民税及び事業税 1,401 458

法人税等調整額 － △36

法人税等合計 1,401 422

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △56,327

少数株主利益又は少数株主損失（△） 513 △135

四半期純損失（△） △92,514 △56,192
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △325,016 △40,608

減価償却費 20,992 14,441

減損損失 20,880 －

のれん償却額 13,983 8,234

株式報酬費用 2,693 2,157

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,059 89

受取利息及び受取配当金 △4,089 △1,472

支払利息 1,136 －

為替差損益（△は益） 0 －

持分法による投資損益（△は益） 16,762 1,208

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,448

保険解約損益（△は益） △5,197 －

新株予約権発行費 － 8,518

株式交付費 － 1,117

固定資産売却損益（△は益） 746 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △106,250

新株予約権戻入益 △11,164 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,654 △54,488

たな卸資産の増減額（△は増加） △35,995 △5,465

仕入債務の増減額（△は減少） 5,451 △1

未払金の増減額（△は減少） △24,560 1,701

その他の資産の増減額（△は増加） 22,883 861

その他の負債の増減額（△は減少） △6,459 △15,256

小計 △306,546 △181,765

利息及び配当金の受取額 5,207 1,404

利息の支払額 △1,053 －

法人税等の支払額 △5,870 △3,714

営業活動によるキャッシュ・フロー △308,263 △184,074

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △700,000 △900,000

有価証券の償還による収入 700,000 600,000

関係会社株式の取得による支出 △153,000 －

有形固定資産の取得による支出 △1,440 －

有形固定資産の売却による収入 1,020 498

無形固定資産の取得による支出 △2,800 △1,000

投資有価証券の取得による支出 － △6,000

投資有価証券の売却による収入 － 106,250

貸付けによる支出 △180 －

貸付金の回収による収入 953 820

保険積立金の解約による収入 14,022 －

敷金の差入による支出 － △6,491

敷金の回収による収入 3,033 1,972

その他 48 398

投資活動によるキャッシュ・フロー △138,342 △203,552
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △22,898 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 708,958

新株予約権の発行による収入 － 10,841

その他 △1,676 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △24,574 719,800

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △471,179 332,173

現金及び現金同等物の期首残高 1,378,300 446,357

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 141,185 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △42,560

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,048,306

※
 735,970
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、㈱果実堂との支配関係を解消した

ことにより、同社の子会社である㈱果実堂ファームとともに、連結の範囲

から除外しております。

(2）変更後の連結子会社の数

１社

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1）持分法適用関連会社の変更

上記１．(1）連結の範囲の変更に記載のとおり、㈱果実堂を連結の範

囲から除外したことに伴い、同社の関連会社である㈱夢実堂を持分法適

用の範囲から除外しております。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数　

１社

３　会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失は、それぞれ534千円増加し、税金等調

整前四半期純損失は3,982千円増加しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は15,419千円であります。　

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与及び手当 93,311千円 給与及び手当 59,793千円

研究開発費 116,636千円 研究開発費 42,037千円

貸倒引当金繰入額 2,059千円 　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与及び手当 32,317千円 給与及び手当 19,362千円

研究開発費 31,829千円 研究開発費 9,272千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　

　　（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 368,306千円

有価証券勘定 700,000千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △20,000千円

現金及び現金同等物  1,048,306千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　

　　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 735,970千円

有価証券勘定 900,000千円

投資期間が３ヵ月を超える有価証券 △900,000千円

現金及び現金同等物  735,970千円

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　123,653株　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 　　14株

３　新株予約権等に関する事項

(1）第２回新株予約権　

新株予約権の目的となる株式の種類　　　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　　　　　 5,600株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　 5,420千円　

(2）ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　12,182千円

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

５　株主資本の金額の著しい変動　

新株予約権の行使（旧商法に基づき付与された新株引受権の権利行使を含む。）により、当第３四半期連

結会計期間において資本金が363,410千円、資本準備金が361,115千円増加し、当第３四半期連結会計期間末

において資本金が5,218,636千円、資本準備金が361,115千円となっております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
遺伝子破壊
マウス事業
（千円）

抗体事業
　

（千円）

試薬販売
事業
（千円）

食品事業
　

（千円）　

その他
事業
（千円）

計
　

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
　

（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
33,57610,78821,02977,2179,532152,143 ― 152,143

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 33,57610,78821,02977,2179,532152,143 ― 152,143

営業利益又は

営業損失（△）
9,313△22,732 71 △14,735△2,032△30,116△61,377△91,494

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
遺伝子破壊
マウス事業
（千円）

抗体事業
　

（千円）

試薬販売
事業
（千円）

食品事業
　

（千円）　

その他
事業
（千円）

計
　

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
　

（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
120,38236,15268,063138,34032,754395,694 ― 395,694

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 120,38236,15268,063138,34032,754395,694 ― 395,694

営業利益又は

営業損失（△）
18,598△86,3084,884△46,64112,153△97,314△209,362△306,676

　（注）１．事業区分の方法

事業区分については、サービス及び製品の種類を考慮して分類しております。

２．各事業に属する主要サービス及び製品の内容

事業区分 主要サービス及び製品

遺伝子破壊マウス事業 遺伝子破壊マウス作製及び当該マウスにかかる遺伝子機能情報等の提供

抗体事業 抗体の開発、製造及び販売

試薬販売事業 試薬の仕入、販売

食品事業 ベビーリーフ・ドレッシング等の製造及び販売

その他事業 生殖工学技術研修等

３．追加情報

前第３四半期連結累計期間

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1）連結の範囲の変更に記載

のとおり、第１四半期連結会計期間末日より㈱果実堂及び同社子会社である㈱果実堂ファームを連結の範

囲に含めたため、新たな事業区分として「食品事業」を設定しております。なお、みなし取得日を第１四半

期連結会計期間末日である平成21年６月30日としているため、第１四半期連結会計期間は貸借対照表のみ

を連結しております。

４．セグメント別資産の著しい金額の変動

前第３四半期連結累計期間

新たに事業区分として設定した「食品事業」セグメントの当第３四半期連結会計期間末の資産は

328,399千円であります。　
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　 

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自平

成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「遺伝子破壊マウス事業」、「抗体事業」

及び「試薬販売事業」の３つを報告セグメントとしております。

「遺伝子破壊マウス事業」は、TG Resource Bank®等の遺伝子情報の使用権許諾や遺伝子破壊マウス作製受託を

行っております。「抗体事業」は、抗体製品販売、抗体作製受託、ＧＡＮＰ®マウスのライセンスアウト、診断薬に向

けた腫瘍マーカーの開発を行っております。「試薬販売事業」は、ライフサイエンス研究支援のための研究用試薬

の仕入・販売を行っております。　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

合計遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業　

売上高     

外部顧客への売上高 171,661 43,974 83,570 299,206

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ―

計 171,661 43,974 83,570 299,206

セグメント利益又は損失（△） 24,049 △3,975 9,751 29,824

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

合計遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業　

売上高     

外部顧客への売上高 57,703 11,412 28,724 97,840

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ―

計 57,703 11,412 28,724 97,840

セグメント利益又は損失（△） △1,497 △68 1,676 109
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３　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：千円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 29,824 　

全社費用（注） △166,436 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △136,612 　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　 （単位：千円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 109 　

全社費用（注） △54,952 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △54,842 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び基礎的研究開発費であります。

４　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用しております。

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

現金及び預金並びに有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 735,970 735,970 ―

(2）有価証券 　 　 　

その他有価証券　 900,000 900,000 ―

（注）　金融商品の時価の算定方法

(1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2）有価証券

　有価証券（その他有価証券その他）については、短期間で決済され、時価が帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 2,128 3,817 1,689

(2）債券  ― ― ―

(3）その他 900,000 900,000 ―

合計 902,128 903,817 1,689

（注）　非上場株式及び投資事業有限責任組合出資（連結貸借対照表計上額　24,624千円）については、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 18,078円64銭 １株当たり純資産額 13,909円06銭

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,256,562 1,531,040

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 21,337 14,104

（うち新株予約権） (17,603) (10,537)

（うち少数株主持分） (3,733) (3,567)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
2,235,224 1,516,936

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株）
123,639 109,061

２．１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,589円01銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △432円43銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △282,360 △47,806

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △282,360 △47,806

普通株式の期中平均株式数（株） 109,061 110,555

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △848円29銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △494円98銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △92,514 △56,192

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △92,514 △56,192

普通株式の期中平均株式数（株） 109,061 113,526

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月４日

株式会社トランスジェニック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 磯俣　　克平　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹之内　髙司　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トランス

ジェニックの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トランスジェニック及び連結子会社の平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月７日

株式会社トランスジェニック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 磯俣　　克平　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹之内　髙司　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トランス

ジェニックの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トランスジェニック及び連結子会社の平成22年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは自体は含まれていません。
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